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Ⅳ 議会改革の経緯                 

 

 改革の始まり  

平成７年に地方自治体の官官接待や予算の不適正執行が大きな問題として取り上げら

れるようになったことを契機に、三重県議会においても議長を中心に、議会の諸課題につ

いて改革・改善を行うようになりました。    
 

１ 議会に係る諸問題検討委員会（平成７年10月31日設置、平成８年２月16日廃止） 

各派交渉委員会協議会で議会に係る諸問題について協議を行う「議会に係る諸問題検討

委員会」の設置を決定し、議長、副議長及び各会派代表者（自民党、県政会、県民連合）

の５人を委員とした委員会を立ち上げ、計５回の協議を行い議会改革案をとりまとめまし

た。平成８年２月27日に全員協議会で同議会改革案を了承しました。 

＜協議の結果、改革された内容＞ 

○会期中の休会日は、議案等に係る調査、会議等により登庁した場合のみ旅費を支給 

○優待パスの全廃    ○海外視察の復命書の作成   ○議会広報の充実 等 

 

 本格的な改革の取組  

その後、地方分権等社会情勢の変化や執行機関の改革に呼応し、本格的な改革に取り組

むため、委員会を設置し、幅広い項目について検討し、改革に取り組みました。 

 

２ 議会改革検討委員会（平成８年９月６日設置、平成10年５月12日廃止） 

各派交渉委員会で一層の議会改革に取り組むこととし、三重県議会改革検討委員会設置

要綱を制定し、議長、副議長及び各会派代表者（自民党、県政会、県民連合、共産党）の

６人を構成委員とした「議会改革検討委員会」を設置しました。 

 平成９年２月21日に終了するまでの間計12回開催し、次のような改革を行いました。 

 ＜協議の結果、改革された内容＞ 

○県内調査の際の執行部との懇談会の廃止 

○常任・特別委員会の県内調査への執行部の随行廃止 

○三重県情報公開条例の実施機関に議会が加わること 

○本会議における一般質問のテレビ中継の実施 

○委員会の会議録の作成   等 
 
平成９年６月19日、各派交渉委員会で三重県議会改革検討委員会設置要綱を一部改正し

（必要な場合議長の諮問に応じ検討するという改正内容）、副議長及び各会派代表者（自民党、

県政会、県民連合、共産党）の５人で構成する「議会改革検討委員会」を再開しました。 

 再開後の議会改革検討委員会は、平成10年５月12日に廃止されるまで、10回の委員会を

開催し、議長の諮問事項について検討し、改革を行いました。 

議会改革検討委員会の廃止にあたっては、今後の改革は、議会運営委員会又は代表者会

議で必要に応じ検討することとしました。 
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＜協議の結果、改革された内容＞ 

○選挙区定数調査特別委員会の設置 

○委員会室に入りきれない傍聴者のためのテレビモニターの設置 

○予算決算特別委員会の設置 

○議長交際費・海外視察・県外調査の定期的情報提供 

○委員会・全員協議会・議案聴取会の禁煙 

○政務調査室（現企画法務課）作成資料の図書室での公開  等 

 

３ 代表者会議等での議会改革関連協議事項 

議会改革検討委員会の廃止後は、必要に応じ代表者会議等で協議し改革を行いました。 
 

 ＜協議の結果、改革された内容＞ 

 ○議員連盟を見直し、「議員連盟の設立等に関する要綱」を制定（平成11年７月13日） 

○議長、委員長等の充て職を原則廃止（平成15年４月、平成16年３月） 

○応招旅費を廃止して普通旅費に一元化（全国初 平成16年３月19日議決、平成16年４月１日施行） 

○議員の海外視察調査制度（県単事業、全議員対象、任期中１回、120万円程度）を廃止（平成19年５月） 

○会期等の見直しに伴い、費用弁償の支給対象を整理（平成20年１月１日から実施） 

○非公開の役員改選協議会を廃止し、公開の代表者会議の場において、役員選出の協議

を行うこととした。（平成20年５月） 

○平成 21 年５月の改選から、申合わせによる議長の在任期間を２年、副議長の在任期間を１年

とすることとした。（平成 20年９月） 

○平成20年第２回定例会から本会議における議員等の呼称について、敬称を改め、職名

に変更（平成20年９月） 

○本会議を除く全会議において、湯茶の提供を廃止（平成20年12月） 

○平成21年４月から平成23年４月までの間、政務調査費交付月額の10％を減額（平成21年3月) 

○平成21年度分政務調査費から、海外政務調査を実施した場合には、公開の報告会を実施

することとした。（平成21年４月） 

○費用弁償の公務雑費3,000円について、登庁にかかるものを廃止（平成22年12月） 

○平成23年７月から平成24年６月までの間、政務調査費交付月額の20％を減額（平成23年６月) 

○議員報酬等に関する在り方調査会を設置（平成23年６月） 

○平成24年７月から平成25年３月までの間、議員報酬月額の7.8％、政務調査費交付月額の

20％を減額（平成24年６月） 

○議員報酬及び政務調査費に関する検討ワーキンググループを設置（平成２４年９月） 

 ○平成25年４月から平成26年３月までの間、議員報酬月額の7.8％、政務活動費交付月額の

20％を減額（平成25年２月） 

  ○平成26年４月から平成２７年４月までの間の、政務活動費交付月額の20％を減額（平成26年３月） 

  ○平成28年度分政務活動費から、領収書等のインターネット公開を行うこととした。（平成29年３月） 

  ○平成29年４月から平成30年３月までの間の、政務活動費交付月額の20％を減額（平成29年３月） 

  ○平成30年４月から平成31年４月までの間の、政務活動費交付月額の20％を減額（平成30年２月） 
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○令和元年５月から令和５年４月までの間の、議員報酬月額の10％、政務活動費交付月額の

30％を減額（平成31年３月） 

○令和２年７月から令和３年６月までの間の、政務活動費交付月額の45％を減額（令和２年６月） 

○令和４年５月の改選から、申合せによる議長の在任期間を２年以内とすることとした。（令和３年

12月） 

 

４ 二元代表制における議会の在り方検討会（平成 13年 12月 7日設置、平成 15年 12

月 12日名称変更、平成 17年 3月 30日廃止） 

執行機関において平成 14 年度からニュー・パブリック・マネジメント（ＮＰＭ）の考

え方による「政策推進システム」が導入されることとなり、議会においては、これに対応

した議会の監視・評価機能の在り方を検討する必要が生じたことから、平成 13年 12月７

日に「政策推進システム対応検討会」（平成 15年 12月 12日「二元代表制における議会の

在り方検討会」に名称変更）を設置しました。 

同検討会では、将来にわたり県民の負託に応えることができる議会の在り方、あるべき

システムの構築を目指して調査・検討を行い、平成 17年３月 30日に最終検討結果報告を

とりまとめ、議長に答申しました。 

最終報告においては、二元代表制における議会の在り方について、執行機関限りの Plan

－Do－See サイクルとは別次元の政策サイクルとして新しいシステムの構築を示すととも

に、議会基本条例の制定をはじめ８項目にわたり提言を行いました。 

 

＜議会の政策サイクル＞ 
執行機関限りの Plan－Do－Seeサイクル(※)とは別次元のサイクルとして「議会による

政策方向の表明(Plan) →政策決定(Decide) →執行の監視・評価(Do-See)」を提言。（三

重県議会「二元代表制における議会の在り方について（最終検討結果報告書）」（平成 17年 3月）） 

執行機関の政策立案がされる前に、議会が「政策方向の表明」によって意思表示をし、

政策立案が議会の表明した意思に合致するとき「政策決定」を議決として行い、その執行

を議会が「監視・評価」して次なる「政策方向の表明」へとつなげていくもの。 

 

（議会）      （執行機関）      （議会） 

 

 

 

            

 

（議会）                （執行機関） 

 

 

 

※執行機関では、平成 25年度から、これまでの PDSサイクルを PDCAサイクル（計画・実行・評価・

改善）に変更しています。 

政策方向の表明 政策立案 政策決定 

評価 

監視・評価 執 行 

（執行機関(監査)） 

監視 
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  本会議・広聴広報会議等 委員会等 

政
策
課
題
の
把
握 
・ 
整
理 

広聴・調査 

 

 

○現場 de県議会（応募者がテーマ設定） 

○みえ高校生県議会 

○県民意識調査（ｅ－モニター） 

○パブリックコメント 

○県民の声への対応 

○傍聴者アンケート（全会議対象） 

○県内外調査（常任・特別委員会） 

○参考人招致 

○請願、陳情案件の調査 

○委員会での調査 

課題設定 

 

○現場 de県議会 

（特定テーマによる意見交換） 

○市町議会との交流・連携会議 

○常任委員会－重点調査項目の設定 

○特別委員会の設置 

 

政
策
立
案 

政策立案 

 

 

○議員提出条例の検討 

○知事への提言 

○政策セミナー 

○検討会等（政策討論会議等） 

○調査機関の設置 

○議員提出条例の検討 

○公聴会開催 

○参考人招致 

○委員会での調査 

決
定 

審議・議決 ○本会議での審議・議決 ○委員会での審査・調査 

執
行 

 執行機関による執行 

政
策
評 
価 

執行の監視 

・評価 

○本会議での質問 

○決算の認定 

○委員会での審査・調査 

 

 

 

 

 

５ 基本理念と基本方向を定める決議（平成14年３月20日決議、平成15年10月10日追加

決議） 

三重県議会が目指す方向等について議員が共通認識を持つとともに、県民に分かりやす

く伝えるため、分権時代を先導する議会を目指すことを基本理念とする「三重県議会の基

本理念と基本方向を定める決議」を全会一致で議決しました。 

 「基本理念」は、三重県議会が活動する際の最も基本となる精神、心構えを表したもの

であり、「基本方向」は、基本理念を達成するための三重県議会の４つの基本的取組方向

を表したものです。 

さらに、平成 15年 10 月 10 日に、新たに「分権時代を切り開く交流・連携の推進」を

５つ目の基本方向として加えて、「基本理念」と「基本方向」を決議し直しました。 
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６ 議会改革推進会議（平成 15年 10月 10 日設置） 

全議員参加のもとに、地方分権の時代にふさわしい三重県議会及び都道府県議会の在り

方について調査研究を進めるとともに、改革を目指す他の都道府県議会との相互交流を図

ることを目的に、議会改革推進会議を設置しました。 

 

（１）総会・役員会 

毎年、役員会及び総会を開催し、時宜に応じたテーマで調査・検討を行っています。 

＜構成＞ 

 総会 全議員 

 役員会 
12人 
（新政みえ５、自由民主党５、公明党１、草の根運動いが１） 

 

（２）検討プロジェクト会議 

必要に応じてテーマごとに設置するもので、これまでの設置状況は次のとおりです。 

①会期に関する検討プロジェクトチーム（平成 19年６月～12月） 

議会の会期に関する諸問題について調査・検討を行うために設置し、計 11回開催。 

②議長等任期に関する検討プロジェクトチーム（平成 20年６月～９月） 

議長等の任期の申合せの見直しについて調査・検討を行うために設置し、計３回開催。 

③会期等の見直しに関する検証検討プロジェクト会議（平成 21年 12月～22年４月） 

定例会年２回制とした２年間を検証し、必要な検討を行うために設置し、計７回開催。 

④会期等のさらなる見直しに関する検証検討プロジェクト会議（平成 23年６月～24年

７月） 

 会期等のさらなる見直しに関する検証及び検討を行うために設置し、計 13回開催。 

⑤議会基本条例に関する検証検討プロジェクト会議（平成 23年６月～24年６月） 

議会基本条例に関して検証及び検討を行うために設置し、計 14回開催。 

   ⑥議会改革度の向上及び議会基本条例の改正に関する検討プロジェクト会議（平成 29 

年９月～30年５月） 

議会改革度の向上及び議会基本条例の改正に関する検討を行うために設置し、計９回

開催。 

  ⑦政務活動費の後払いに関する検討プロジェクト会議（平成 29年９月～29年 12月） 

⑧議会経費削減に関する検討プロジェクト会議（平成 30年７月～31年２月） 

   ⑨新型コロナウイルス感染症に関する対応マニュアル検討プロジェクト会議（令和２

年８月～１0月） 

令和２年８月の代表者会議からの依頼を受け、「三重県議会新型コロナウイルス

感染症対策方針」について検討を行い、Ｗｅｂ会議の導入など議会の機能維持の視

点を加えた新型コロナウイルス感染症に関する対応マニュアルを策定するため設

置しました。６回の議論を経て、10月に「三重県議会新型コロナウイルス感染症対

応マニュアル」と、参集リスクがある場合にも委員会の開催ができるようＷｅｂ会

議等の導入に向けた三重県議会委員会条例の改正素案を盛り込んだ検討結果報告

をとりまとめました。 
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  ⑩スマート議会の在り方検討プロジェクト会議（令和３年３月～令和５年３月） 

令和３年３月19日の議会改革推進会議役員会において、議会のスマート化につい

て検討を行うため、設置しました。２年にわたり15回会議が開催され、各議員に貸

与されたタブレット型端末機の運用方法の検討、議会資料のペーパーレス化に向け

た資料閲覧システム導入の検討、オンライン委員会出席マニュアルの検討、議員の

オンライン環境整備の状況調査などを行いました。令和４年９月から資料閲覧シス

テムを導入するとともに、議員向けのオンライン委員会出席マニュアルを作成する

など、議会のスマート化に関する環境づくりに注力し、令和５年３月に検討結果報

告を取りまとめました。 

  ⑪三重県議会議員の政治倫理に関する検討プロジェクト会議（令和３年６月～令和４年

10月） 

令和３年６月の代表者会議からの依頼を受け、三重県議会議員の政治倫理に関す

る検討を行うため、議会改革推進会議の下に、全ての会派から選出された委員10人

をもって設置しました。計７回の検討を行い、議員の行為規範となる政治倫理基準

に人権侵害に関する規定を追加すること、政治倫理審査会を公開で開催すること、

議長が講じる措置の種類を明確にすることなどについて検討結果をとりまとめ、令

和４年３月の代表者会議に報告しました。 

その後、「三重県議会議員の政治倫理に関する条例」の改正および逐条解説の策

定に向けて検討を重ね、取りまとめた結果を令和４年11月の代表者会議に報告しま

した。（合計15回開催） 

 

（３）交流・連携の推進 

①全国自治体議会改革推進シンポジウムの開催 

議会改革を目指す全国の自治体議会の議員及び事務局職員等が一堂に会し、地方分

権時代にふさわしい自治体議会の在り方と二元代表制を踏まえた改革の方向性につ

いて意見交換等を行うために、シンポジウムを開催。平成 16年度から計８回開催。 

②市町議会との交流･連携 

県内の自治体議会とより緊密な交流連携を図り、政策提言や議会改革の推進につな

げていくことを目的に開催。 

＜開催実績＞ 

平成 20年８月「三重県自治体議会交流連携会議」於：伊賀市 

平成 22年９月「市町議会と県議会との交流･連携会議」於：志摩市 

平成 24年２月「市町議会と県議会との交流・連携全体会議」於：津市 

（４）研修会・勉強会等 

議会改革推進会議会員（全議員）を対象にした研修会などを開催しました。 

平成 19年度から計５回開催。 

（５）県民ミーティング 

県政の重要課題や当面する政策課題をテーマに、県民と議員が自由に意見交換を行

いました。平成 17年度に計３回開催し、「人口減少社会をどう切り拓くか」という提

言書をとりまとめ、議会へ提言し、さらに正副議長から知事へ提言しています。 
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（６）議会改革の特区提案 

平成 16年 10月に構造改革特区第６次提案募集に応募。 

＜規制緩和を求める項目＞ 

○県議会議長への県議会招集権の付与  ○県議会議員の複数常任委員会への所属 

○県議会への附属機関の設置      ○知事が行う専決処分の見直し 

（７）「三重県議会 議会活動計画」及び「４年間を通した議会活動の評価及び次期改選後議

会への提言」の策定に向けた検討 

平成 27 年に、代表者会議からの依頼を受け、議会改革推進会議において、議員任

期４年間の主な議会の取組を掲げるとともに、取組成果の確認と継続的な改善活動の

仕組みについてまとめた「三重県議会 議会活動計画」の策定に向けた検討を行いまし

た。同計画は、同年 12月 18日に、代表者会議において決定されました。 

また、平成 31年４月に同計画の計画期間が終了することから、平成 30年に、代表

者会議からの依頼を受け、議会改革推進会議において、「４年間を通した議会活動の評

価及び次期改選後議会への提言」の策定に向けた検討を行いました。この評価と提言

は、平成 31年３月 14日に、代表者会議において決定されました。 

（８）第２期の「三重県議会 議会活動計画」 

令和元年６月に、代表者会議からの依頼を受け、議会改革推進会議において、「４

年間を通した議会活動の評価及び次期改選後議会への提言」を踏まえ、新しい４年間

の「三重県議会 議会活動計画」の策定に向けた検討を行いました。同計画は、同年９

月４日に、代表者会議において決定されました。 

（９）「三重県議会 議会活動計画（第２期）」及び「４年間を通した議会活動の評価及び次期改

選後議会への提言」の策定に向けた検討 

令和元年６月、代表者会議から依頼を受け、議会改革推進会議(役員会)で「４年間

を通した議会活動の評価及び次期改選後議会への提言」を踏まえた、新しい４年間の

「三重県議会 議会活動計画」の策定に向け、検討しました。同計画は同年９月４日に

代表者会議で決定しました。 

令和５年４月に第２期計画の計画期間が終了することから、４年間の活動を検証す

るため、議会改革推進会議で県民意識調査や議員アンケートを実施したうえで、複数

の外部有識者から評価とアドバイスを受けました。そのアドバイスを踏まえ、次期改

選後議会への提言(案)をまとめ、令和５年３月２日、議会改革推進会議総会を経て、

３月 16日代表者会議で提言として決定し、この提言を次期改選後議会に申し送ること

となりました。 

加えて、新しい議会活動計画を早期に策定するよう、スケジュール案も併せて申し

送ることが了承されました。 

（10）議会改革推進会議役員会での検討事項 

以下の事項について、役員会で検討していくこととなりました。（令和３年６月） 

① 議員選出監査委員の在り方の検討 

議会改革推進会議役員会を６回開催して調査・検討を行い、12 月 22 日の代表者

会議で検討結果報告を行いました。 

【結果】 
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◯ 現時点では現状の議員選出監査委員２人の選出を継続する。 

◯ 議会と監査委員との役割分担について、改めて次のとおり確認されました。 

 議員選出監査委員に選任された議員は、監査業務を遂行するにあたっては、常

に公正不偏の態度を保持し、監査をしなければならない。  

 議会は、監査委員の審査に付した決算を、議会として審査し、議決しなければ

ならない。このため、議員選出監査委員は、監査委員の立場と議員の立場の二

面性を持つことになり、審査の際は、自らが監査委員として関与した事項につ

いての質問や監査委員に対する質問は行わず、採決の際は、議員の立場に立つ。 

 議会は議会として、独立した立場で議会としての監視機能を発揮し、審査を行

う。 

◯ 議員選出監査委員に求められる議員経験年数等の資質面をどう担保していくか

という課題については、今後の議員選出監査委員の在り方も含め、次期改選後、

社会情勢等を勘案し、然るべき時期に改めて検討していくこととする。 

② 「議長・副議長の在任期間等に関する申し合わせ事項」の検討 

議会改革推進会議役員会を６回開催して調査・検討を行い、12 月 22 日の代表者

会議で検討結果報告を行いました。 

【結果】 

◯ 議長の任期を「２年」から「２年以内」とし、議長の立候補者は、在任予定期

間を、その理由も含め明らかにすることとし、立候補の際に１年を在任予定期

間として明らかにした場合は、その在任予定期間を超えた後の再度の立候補を

妨げないこととするよう申し合わせることが適当である。 

③ 通任期制の検討 

通任期制の必要性について検討されましたが、今期で結論に至らなかったという

ことを踏まえて、改選後も引き続きこの議論を議会として前向きに続けていくこと

としました。（令和４年９月 21日役員会） 

④ 政務活動費の後払いに関する検討 

政務活動費を後払いとすることの必要性について検討されましたが、課題があれ

ば改選後（令和５年度）に送り、検討することとしました。（令和４年６月８日役

員会） 

 

７ 議会改革諮問会議（平成 21年３月 25 日設置、平成 23年４月 29 日廃止） 

三重県議会基本条例第 12 条の規定に基づき、学識経験者等５人で構成する附属機関を、

都道府県議会としては全国で初めて条例により設置し、議会活動に関し評価・改善を行う

ことで、県民満足度の高い議会を目指していくこととしています。平成 22年５月 14日に

は第一次答申が、平成 23年１月 24日には最終答申が提出されました。 

＜委員＞江藤俊昭氏（会長、山梨学院大学教授）、廣瀬克哉氏（法政大学教授） 

駒林良則氏（立命館大学教授）、相川康子氏（前神戸大学准教授、NPO政策研究

所専務理事）、岩名秀樹氏（元三重県議会議長） 

＜検証のための調査＞ 

○県民アンケート（平成 21年 11月） 
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○議員アンケート、ヒアリング（平成 21年 11～12月） 

○県職員アンケート（平成 22年２月） 

○市町議会アンケート、ヒアリング（平成 22年１～２月） 

○ＮＰＯ、大学等ヒアリング（平成 22年３～４月） 

○議会・会派・議員活動にかかる状況把握アンケート（平成 22年９月） 

○会派活動ヒアリング（平成 22年９月） 

○会期等の見直しにかかる外部検証（平成 22年 10～12月） 

＜最終答申の項目＞ 

（１） 市町議会との交流･連携 

〇交流･連携会議の継続･改善（広域的な地域課題や住民ニーズの把握） 

〇県･市町の全体会議（自治体議会に共通した課題への対応） 

〇県と市町との協議の場の設置 

（２） 政策広聴広報の取組 

〇出前県議会、議会報告会 

〇議会モニター制度 

〇請願者等の説明機会の保障  など 

（３） 広域自治体議会の役割 

〇二元代表制の在り方（全国議会改革シンポジウム等） 

〇県議会議員の身分･報酬（活動実態にふさわしい議員の位置付け等） 

〇事務局による議会サポート体制の充実  など 

（４） 会期のさらなる見直し  

〇通年議会を前提にした議会スケジュール等 

（５） 議員間討議の充実 

〇本会議での議論方法の改善（議会全体で論点を明確化） 

〇委員会運営等の改善（委員任期２年間等） 

〇政務調査の充実（委員会の県外調査を廃止し、政務調査活動を充実） 

〇会派活動の役割（会派は議員個人の活動を支援） 

〇議員研修の充実  など 

（６） その他 

〇議会基本条例の見直し 

〇議会基本計画の策定 

〇附属機関の在り方（附属機関委員の身分等） など 

 

８ 議長による議会改革試案の提示・検討・実践（平成 21年５月～平成 23年４月） 

平成 21年５月から申合わせによる議長の在任期間が２年間となるにあたり、議長から「議

会改革試案（議長マニフェスト）」が提示され、個別案件ごとに内容を検討し、可能なものか

ら実践しています。 

＜議会改革試案と対応状況＞ 

（１） 蓄積された「議会資産」とネットワーク化による新価値創造！ 

（議会に関する学識者・研究者のサポーター的人材バンクの構築など） 
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→平成 23年３月、三重県議会の議会改革に関係してきた有識者の人材リストを作成 
 

（２） 行政計画、年次予算に議会はどう対処するか！ 

（第３次戦略計画検討会の設置など） 

→平成 22 年３月、「三重県行政に係る基本的な計画について議会が議決すべきことを

定める条例」を一部改正し、総合計画の戦略計画を議決対象とした。 

平成 22年９月～全員協議会を中心に調査審議 
 

（３） 議会議論への県民参画の推進！ 議員間討議の更なる充実！ 

（議会独自のﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝﾄ、委員会調査資料等の議会ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞでの事前公開など） 

→平成 21年 12月～委員会調査資料を議会ホームページで事前公開 
 

（４） 二元代表制における議会の更なる自立を求めて！ 

（政治的任用制度の導入、公共政策大学院等とのｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ制など） 

→平成 21年９月～公共政策大学院とインターンシップ制度を試行・導入 
 

（５） 議会の一層の情報公開に向けて！（編集ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰの導入など） 

→平成 21年 11月～編集ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ制度を導入 
 

（６）「議長マニフェスト」外部評価委員会を設置します！ 

（定例会年 2回制における議会の在り方、政務調査費の在り方、自治法改正要望など） 

→「会期等の見直しに関する検証検討ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ会議」を設置し、平成 22年４月に調査報告  
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＜議会改革年表＞  

年月 項      目 
決定・実施機関 

関係する議会基本条例 

H７.10 「議会に係る諸問題検討委員会」を設置 各派交渉委員会  

H８.２ 同委員会の改革案を各派交渉委員会で承認 各派交渉委員会 

H８.８ 優待パスの全廃、海外視察復命書の作成等 全員協議会 

H８.９ 「議会改革検討委員会」を設置 ＊H10.５廃止 各派交渉委員会 

H９.10 「行政改革調査特別委員会」を設置 ＊H16.５廃止   

H10.２ 女性議会を開催  

H10.５ 
「予算決算特別委員会」を設置、委員会にモニターテレビ設置、

議長交際費の情報提供等 
議会改革検討委員会 

H10.11 中高生と県議会議員の語る会を開催  

H11.５ 「選挙区調査特別委員会」を設置  

H11.７ 「議員連盟の設立等に関する要綱」を制定 代表者会議 

H12.３ 議員定数を削減（55人→51人） ＊H15.４一般選挙から適用  

H12.３ 会議録検索システムを導入  

H12.４ 政務調査課を設置、政策法務担当を設置 事務局 

H12.４ 職員を参議院法制局へ派遣（１人、２年間） 事務局 

H12.５ 正副議長の選出にあたり立候補者の所信表明会を公開開催  

H13.１ 分権時代の「三重」を考える県・市町村議会議員の集い   

H13.４ 政策法務監を設置 事務局 

H13.６ 一般質問のテレビ中継 議会改革検討委員会 

H13.12 「政策推進システム対応検討会」を設置 ＊H15.２に中間報告  

H14.２ 「分権時代を先導する議会」を実現するための集い   

H14.３ 三重県議会の基本理念と基本方向を定める決議 本会議 

H14.４ 職員を衆議院法制局へ派遣（１人、２年間） 事務局 

H15.２ 
議場を対面演壇方式に変更、一問一答方式を含む分割質問方式

を導入 
議会運営委員会 

H15.２ 傍聴席での写真、ビデオ、録音等を解禁   

H15.10 
「三重県議会の基本理念と基本方向を定める決議」に「交流・連携

の推進」を追加決議 
本会議 

H15.10 「三重県議会議会改革推進会議」を設置 議会改革推進会議 

H15.12 「東紀州地域経営創造会議」を執行部と協働で設置   

H16.２ 「二元的代表制と今後の議会のあり方」講演会   

H16.３ 執行機関の審議会委員等における議員充て職の原則辞退 行政改革調査特別委員会 

H16.３ 
三重県議会議員の報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の

一部を改正する条例案（応招旅費廃止、普通旅費に一元化）可決 
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年月 項      目 
決定・実施機関 

関係する議会基本条例 

H16.４ 職員を衆議院法制局へ派遣（１人、２年間） 事務局 

H16.５ 予算決算特別委員会の抜本的改革 議会運営委員会 

H16.５ 「行政の在り方調査特別委員会」を設置 ＊H17.５廃止  

H16.９ 代表質問・一般質問のインターネット録画配信   

H16.10 構造改革特区提案 議会改革推進会議 

H16.11 
東紀州地域経営創造会議から知事へ東紀州活性化に向けた提

言 
  

H17.１ 
第１回全国自治体議会議会改革推進シンポジウムを開催（四日

市市） 
議会改革推進会議 

H17.２ 
議長の私的諮問機関「三重県議会公営企業事業の民営化検討

委員会」を設置 
  

H17.３ 「二元代表制における議会の在り方について」最終報告 
二元代表制における議会

の在り方検討会 

H17.４ 第 28次地方制度調査会第 19回専門小委員会での意見交換 議長 

H17.４ 特別委員会の地元地域開催と知事への提言（４月以降） 
地域医療・次世代育成、

観光・文化調査 

H17.５ 「議会基本条例研究会」を設置   

H17.６ 「二元代表制と議会基本条例」講演会を開催 議会改革推進会議 

H17.９ 
本会議、常任・特別委員会のインターネット生中継・録画中継の配

信開始 
  

H17.９ 
議長の私的諮問機関「環境保全事業団経営健全化検討会」を設

置 
  

H17.12 同検討会から議長へ答申し、議会から知事へ提言   

H17.12 「県民ミーティング」を開催（～H18.３、計３回） 議会改革推進会議 

H18.３ 
「公営企業事業民営化検討委員会」の報告を受けて正副議長か

ら知事へ提言 

公営企業事業民営化検討

会・代表者会議 

H18.４ 職員を衆議院法制局へ派遣（１人、２年間） 事務局 

H18.４ 
第２回全国自治体議会議会改革推進シンポジウム「議会改革勉

強会」を開催（東京）  
議会改革推進会議 

H18.４ 「議会基本条例講演会」を開催 議会基本条例研究会 

H18.４ 
「県民ミーティング」の「人口減少社会をどう切り拓くか」という報告

を受けて正副議長から知事へ提言 

議会改革推進会議・代表

者会議 

H18.５ 「議会基本条例検討会」を設置   

H18.６ 
「全国都道府県議会改革の推進について」全国都道府県議会議

長会へ要望 

群馬・和歌山・三重県議会

議長連名 

H18.９ 議会基本条例（素案）を公表   

H18.11 
第３回全国自治体議会議会改革推進シンポジウム「地方議会フォ

ーラム 2006」を開催（津市） 
議会改革推進会議 

H18.11 第１回マニフェスト大賞 ベストホームページ賞受賞 
ローカルマニフェスト推進

地方議員連盟 
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年月 項      目 
決定・実施機関 

関係する議会基本条例 

H18.12 三重県議会基本条例案可決   

H18.12 三重県議会議員の政治倫理に関する条例案可決   

H18.12 委員会の傍聴を許可制から原則公開に委員会条例を改正 第 20条 

H19.１ 「住民自治セミナー～地方財政を考えよう～」を開催   

H19.３ 
三重県政務調査費の交付に関する条例一部改正案（１件１万円

以上は領収書添付）可決 
第 17条 

H19.４ 議会図書室でバーコードによる図書管理を開始 第 26条 

H19.４ 
「公営企業事業の民営化検討委員会」の報告を受けて設けられた

「協議の場」の報告を受けて議長声明を公表 

公営企業事業の民営化検

討委員会、代表者会議 

H19.４ 予算決算常任委員会を設置 第６条 

H19.５ 議員の海外視察調査制度を廃止 
代表者会議 

第７条 

H19.６ 議長定例記者会見を開始（毎月１回） 第 19条 

H19.６ 道州制・地方財政制度調査検討会を設置 第 14条 

H19.６ 政策討論会議を設置（新しい県立博物館整備のあり方） 第 14条 

H19.６ 
議会改革推進会議に「会期に関する検討プロジェクトチーム」を

設置 
第 22条 

H19.７ 
「三重県地方議会交流記念講演会」を開催（講演：王毅中華人民

共和国駐日本国特命全権大使） 
第 23条 

H19.９ みえ県議会出前講座を開始 第 19条 

H19.10 「新県立博物館整備にかかる基本的考え方」を知事へ提言   

H19.11 第２回マニフェスト大賞 特別賞受賞 
ローカルマニフェスト推進

地方議員連盟  

H19.11 議員提出条例に係る申合せを取り決め 代表者会議 

H19.12 定例会の招集回数に関する条例の一部改正案（年２回招集）可決 第６条 

H19.12 政策討論会議を設置（福祉医療費助成制度の見直し） 第 14条 

H19.12 食の安全・安心の確保に関する条例検討会を設置 第 14条 

H19.12 
水力発電事業の民間譲渡に伴う宮川流域諸課題解決のためのプ

ロジェクト会議を設置 
第 14条 

H20.１ 定例会年２回制を開始  

H20.１ 
福祉医療費助成制度の見直しについて知事へ申し入れ 

→６月に議会の提言を反映した補正予算を可決 
 

H20.３ 「道州制・地方財政制度調査検討会報告書」をまとめ知事へ要望   

H20.３ 
三重県政務調査費の交付に関する条例一部改正案（同年４月から

全ての支出に領収書等を添付）可決 
第 17条 

H20.４ 職員を衆議院法制局へ派遣（１人、２年間） 第 25条 

H20.４ 第４回全国自治体議会改革推進シンポジウムを開催（桑名市） 
三重県議会・議会改革推

進会議主催 第 22,23条 
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年月 項      目 
決定・実施機関 

関係する議会基本条例 

H20.４ 第１回紀伊半島三県議会交流会議を開催 ※以降、毎年開催 第 23条 

H20.５ 議事堂内分煙についてのワーキンググループを設置(計２回) 代表者会議 

H20.５ 三重県地域づくり推進条例案可決 第 10条 

H20.５ 議案等に対する議員の賛否状況を県議会ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞで公表開始 第７条 

H20.５ 役員選出の協議を公開 代表者会議、第７条 

H20.６ 三重県食の安全・安心の確保に関する条例案可決 第 10条 

H20.６ 議員提出条例に係る検証検討会を設置 第 14条 

H20.６ 
議会改革推進会議に「議長等任期に関する検討プロジェクトチー

ム」を設置 
第 22条 

H20.６ 政務調査費に関するワーキンググループを設置(計 12回) 代表者会議 

H20.８ 「三重県自治体議会交流連携会議」を開催（伊賀市） 
三重県議会・議会改革推

進会議主催 第 22,23条 

H20.９ 「財政問題調査会」を設置 第 13条 

H20.10 財政問題調査会から第一次答申が提出 第 13条 

H20.10 財政問題に関する政策討論会議を開催 第 14条 

H20.10 
公聴会の開催（「美(うま)し国おこし・三重」三重県基本計画の策定に

ついて） 

政策総務常任委員会 

第 18条 

H20.10 
水力発電事業の民間譲渡に伴う宮川流域課題解決のためのプロ

ジェクト会議報告書をまとめ知事へ提言 
 

H20.12 
政務調査費ガイドラインを改正 

（議員の食事代の計上、雇用・賃貸借に係る証拠書類の取扱等） 
代表者会議 

H20.12 財政問題調査会から第二次答申が提出 第 13条 

H20.12 
議会改革推進会議において、県選出四日市港管理組合議会議

員の在任期間を検討 
第 22条 

H21.２ 
三重県リサイクル製品利用推進条例の運用について申入書をまと

め知事へ提言 
 

H21.３ 
政務調査費ガイドラインを改正 

（有料道路利用の証拠書類、備品の取扱等） 
代表者会議 

H21.３ 
三重県リサイクル製品利用推進条例の一部を改正する条例案可

決 
第 10条 

H21.３ 三重県議会議会改革諮問会議設置条例案可決 第 12条 

H21.３ 政務調査費を１割減額する条例案可決（平成 21年４月～23年４月） 第 17条 

H21.４ 第５回全国自治体議会改革推進シンポジウムを開催（津市） 
三重県議会・議会改革推

進会議主催 第 22,23条 

H21.４ 
政務調査費ガイドラインを改正 

（海外政務調査実施後の報告の取扱等） 
代表者会議 

H21.４ 
公聴会の開催（「県立病院改革に関する考え方（基本方針）（案）」に

ついて） 

健康福祉病院常任委員会 

第 18条 

H21.４ 財政の健全化に向けた提言を知事へ行う  
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年月 項      目 
決定・実施機関 

関係する議会基本条例 

H21.５ 
申合せにより平成 21年５月の改選から議長の在任期間を２年間、

副議長の在任期間を１年間とする 
代表者会議 

H21.５ 議長から「議会改革試案」（議長マニフェスト）が示される  

H21.６ 
三重県における補助金等の基本的な在り方等に関する条例の一

部を改正する条例案可決 
第 10条 

H21.６ 
「議員定数等検討会議」を設置し、議員定数及び選挙区について

検討。同年 12月に検討結果報告 
第 14条 

H21.９ 公共政策大学院等とのインターンシップ制を試行（２人） 第 25条 

H21.10 三重県議会議会改革諮問会議を開催 第 12条 

H21.11 
広聴広報会議において編集アドバイザー制度を検討し、導入す

ることが代表者会議で決定 
第 19条 

H21.12 
広聴広報会議において「委員会説明資料のホームページへの

掲載」について検討し、12 月の委員会から実施 
第 19条 

H21.12 
議会改革推進会議に「会期等の見直しに関する検証検討プロジ

ェクト会議」を設置（計７回）※平成 22年４月に調査報告 
第 22条 

H22.３ 

三重県行政に係る基本的な計画について議会が議決すべきこ

とを定める条例の一部を改正する条例案可決 

（県総合計画の戦略計画（施策以上）を議決対象とする） 

第 10条 

H22.４ 職員を衆議院法制局へ派遣（１人、２年間） 第 25条 

H22.５ 議会改革諮問会議から第一次答申が提出 第 12条 

H22.８ 第６回全国自治体議会改革推進シンポジウムを開催（大阪市） 
三重県議会・議会改革推

進会議主催 第 22,23条 

H22.８ 公共政策大学院とのインターンシップ制を実施（２人） 第 25条 

H22.９ 市町議会と県議会との交流・連携会議を開催（志摩市） 
三重県議会・議会改革推

進会議主催 第 22,23条 

H22.10 都道府県議会にかかる議会改革度調査で第１位 日本経済新聞社 

H22.10 みえ出前県議会を開催（ﾃｰﾏ「県議会への女性参画」） 第 18条 

H22.11 第５回マニフェスト大賞「最優秀議会改革賞」受賞 
ローカルマニフェスト推進

地方議員連盟  

H22.11 みえ出前県議会を開催（ﾃｰﾏ「ＮＰＯの資金確保」） 第 18条 

H22.12 議会改革度調査 2010で第４位（都道府県議会で第１位） 
早稲田大学ﾏﾆﾌｪｽﾄ研究

所 

H23.１ 議会改革諮問会議から最終答申が提出 第 12条 

H23.６ 「議員報酬等に関する在り方調査会」を設置 第 13条 

H23.６ 
議会改革推進会議に「会期等のさらなる見直しに関する検証

検討プロジェクト会議」を設置 
第 22条 

H23.６ 
議会改革推進会議に「議会基本条例に関する検証検討プロジ

ェクト会議」を設置 
第 22条 

H23.６ 政務調査費を２割減額する条例案可決（平成 23年７月～24年６月） 第 17条 
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年月 項      目 
決定・実施機関 

関係する議会基本条例 

H23.７ 
第１回三重県議会トップセミナーを開催（テーマ「観光まちづく

りの現状とこれからの方向性」） 
第 16条 

H23.９ 公共政策大学院とのインターンシップ制を実施（２人） 第 25条 

H23.９ 「歯と口腔の健康づくり推進条例検討会」を設置 第 14条 

H23.10 

第２回三重県議会トップセミナーを開催（テーマ「今後のエネル

ギー政策の在り方と再生可能エネルギー計画について」「再生

可能エネルギー導入の課題と対応」） 

第 16条 

H23.11 みえ現場 de県議会を開催（テーマ「離島振興」） 第 18条 

H23.11 みえ現場 de県議会を開催（テーマ「女性の声を県政に」） 第 18条 

H23.12 
第３回三重県議会トップセミナーを開催（テーマ「議員による条

例づくりのススメ」） 
第 16条 

H23.12 平成 23年三重県議会 10大ニュースを県民参加により選定 第 18条 

H24.１ 議員報酬等に関する在り方調査会から中間報告提出 第 13条 

H24.１ 
第４回三重県議会トップセミナーを開催（テーマ「今後の我が

国の成長戦略について」） 
第 16条 

H24.２ 
市町議会と県議会との交流・連携会議「全体会議」を開催（テ

ーマ「防災」） 

三重県市議会議長会、三

重県町村議会議長会、三

重県議会・議会改革推進

会議主催 第 22,23条 

H24.３ みえ歯と口腔の健康づくり条例案可決 第 10条 

H24.４ 職員を衆議院法制局へ派遣（１人、２年間） 第 25条 

H24.５ 「議員提出条例検証特別委員会」を設置 第６条 

H24.６ 三重県議会基本条例の一部を改正する条例案可決 第 28条 

H24.６ 議員報酬等に関する在り方調査会から最終報告提出 第 13条 

H24.６ 
議員報酬を月額 7.8％減額、政務調査費を 2割減額する条例案

可決（平成 24年７月～25年３月） 
第 17条 

H24.７ 
第５回三重県議会トップセミナーを開催（テーマ「三重県にお

けるスポーツ振興策」） 
第 16条 

H24.９ 文書質問制度の導入 第 14条の２ 

H24.９ 
「議員報酬及び政務調査費に関する検討ワーキンググルー

プ」を設置（計９回開催） 
代表者会議 

H24.９ 公共政策大学院とのインターンシップ制を実施（２人） 第 25条 

H24.10 
三重県議会定例会の招集回数に関する条例の一部を改正す

る条例案可決 
第６条 

Ｈ24.10 「三重県飲酒運転防止に関する条例検討会」を設置 第 14条 

Ｈ24.10 
みえ現場 de県議会を開催（テーマ「もうかる農業への女性参

画」） 
第 18条 
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年月 項      目 
決定・実施機関 

関係する議会基本条例 

Ｈ24.11 「議会改革度調査 2012」で第１位（全議会） 
早稲田大学ﾏﾆﾌｪｽﾄ研究

所 

Ｈ24.11 「議会改革度に関する第２回調査」で第１位（都道府県議会） 
日本経済新聞社産業地域

研究所 

H24.11 
第６回三重県議会トップセミナーを開催（テーマ「グローバル化

時代の企業経営と地域振興」） 
第 16条 

H24.11 第７回全国自治体議会改革推進シンポジウムを開催（津市） 
三重県議会・議会改革推

進会議主催 第 22,23条 

Ｈ24.12 平成 24年三重県議会 10大ニュースを県民参加により選定 第 18条 

H25.１ 定例会年１回制（通年議会）を開始  

H25.１ 「選挙区調査特別委員会」を設置 第６条 

H25.１ 
第７回三重県議会トップセミナーを開催（テーマ「式年遷宮を契

機とした地域の活性化」） 
第 16条 

Ｈ25.２ みえ現場 de県議会を開催（テーマ「ものづくり産業振興」） 第 18条 

Ｈ25.２ 三重県地域産業振興条例の一部を改正する条例案可決 第 10条 

Ｈ25.２ 
議員提出条例の検証に伴う関係条例の整理に関する条例案

可決 
第 10条 

H25.２ 
三重県政務調査費の交付に関する条例の一部を改正する条

例案可決 
第 17条 

H25.２ 
第８回三重県議会トップセミナーを開催（テーマ「政権交代後

の地方制度改革・地域政策の行方」） 
第 16条 

H25.２ 
議員報酬を月額 7.8％減額、政務活動費を２割減額する条例案可

決（平成 2５年４月～2６年３月） 
第 17条 

H25.３ 
政務調査費ガイドラインを改正 

（地方自治法改正への対応、記載例の充実） 
代表者会議 

H25.６ 三重県飲酒運転０
ゼロ

をめざす条例案可決 第 10条 

H25.６ 
第１回三重県議会政策セミナーを開催（テーマ「感動を呼ぶ番

組づくり～フィルムコミッションと観光振興～」） 
第 16条 

H25.９ 「通年議会の充実」のための議員アンケートを実施  

H25.９ 
三重県における補助金等の基本的な在り方等に関する条例の

一部を改正する条例案可決 
第 10条 

H25.９ 公共政策大学院とのインターンシップ制を実施（２人） 第 25条 

H25.10 みえ現場 de県議会を開催（テーマ「子ども子育て支援」） 第 18条 

H25.11 
第２回三重県議会政策セミナーを開催（テーマ「ふりかえれば３

０年－天満浦百人会のまちづくり－」） 
第 16条 

H25.11 
本会議、委員会等におけるパソコン、タブレット端末及びスマ

ートフォン使用の試行を開始 
議会運営委員会等 
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年月 項      目 
決定・実施機関 

関係する議会基本条例 

H25.11 
「三重県食の安全・安心の確保に関する条例検証検討会」を設

置 
第 14条 

Ｈ25.12 平成 25年三重県議会 10大ニュースを県民参加により選定 第 18条 

H26.１ 
第３回三重県議会政策セミナーを開催（テーマ「再生可能エネ

ルギーを活用した地域活性化～三重県での導入と効果～」） 
第 16条 

H26.２ みえ現場 de県議会を開催（テーマ「観光産業の振興」） 第 18条 

H26.２ 「みえ県議会だより」のデータ放送による試験放送を開始 第 19条 

H26.３ 
第４回三重県議会政策セミナーを開催（テーマ「向こう三軒両

隣 皆で助け合うために」） 
第 16条 

Ｈ26.３ 
三重県食の安全・安心の確保に関する条例の一部を改正する

条例案可決 
第 10条 

H26.３ 
本会議、委員会等におけるパソコン、タブレット端末及びスマ

ートフォン使用の本運用を開始 
議会運営委員会等 

H26.３ 政務活動費を２割減額する条例案可決（平成 2６年４月～2７年４月） 第 17条 

H26.４ 職員を衆議院法制局へ派遣（１人、２年間） 第 25条 

H26.４ 「みえ県議会だより」のデータ放送による本放送を開始 第 19条 

Ｈ26.５ 

三重県議会の議員の定数並びに選挙区及び各選挙区におい

て選挙すべき議員の数に関する条例の一部を改正する条例

案可決 

第６条の２ 

Ｈ26.８ みえ高校生県議会を開催 第 18条 

H26.９ 公共政策大学院とのインターンシップ制を実施（１人） 第 25条 

Ｈ26.10 
三重県議会議員勉強会を開催（テーマ「地方公会計改革と議

会の役割」） 
第 16条 

H26.11 
みえ現場 de県議会を開催（テーマ「森林づくりと森林を支える

社会づくり」） 
第 18条 

Ｈ26.12 
三重県議会議員勉強会を開催（テーマ「人口減少社会におけ

る地方創生～子育て支援の取組から～」） 
第 16条 

Ｈ27.１ 
議会改革推進会議において、議員任期４年間を見据えた議会

活動についての提案を決定 
第 22条 

Ｈ27.６ 「地方創生に関する政策討論会議」を設置 第 14条 

Ｈ27.７ 
三重県議会議員勉強会を開催（テーマ「人口減少社会の移

住・定住促進～地域における魅力ある生き方『半農半Ｘ』～」） 
第 16条 

H27.９ 公共政策大学院とのインターンシップ制を実施（２人） 第 25条 

H27.９ 「地方創生に関する提言」をとりまとめ知事へ提言を行う  
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年月 項      目 
決定・実施機関 

関係する議会基本条例 

H27.10 「三重県手話言語に関する条例検討会」を設置 第 14条 

H27.11 
みえ現場 de県議会を開催（テーマ「若者の声を県政に」～地

方創生と人口減少対策～） 
第 18条 

Ｈ27.12 
三重県議会議員勉強会を開催（テーマ「多様化する広報媒体

と、その特徴を活かした効果的な広報」） 
第 16条 

Ｈ27.12 「三重県議会 議会活動計画」を策定 第 22条 

Ｈ28.１ 
三重県議会議員勉強会を開催（テーマ「地方創生と三重大学

の役割」） 
第 16条 

H28.２ みえ現場 de県議会を開催（テーマ「鳥獣害に強い地域づくり」 第 18条 

H28.３ 各常任委員会の１年間の活動の振り返りを試行的に実施 第 22条 

H28.４ 職員を衆議院法制局へ派遣（１人、２年間） 第 25条 

H28.４ 「みえ県議会だより」をタブロイド判とし、新聞折り込みを開始 第 19条 

H28.６ 三重県手話言語条例案可決 第 10条 

Ｈ28.８ みえ高校生県議会を開催 第 18条 

H28.９ 公共政策大学院とのインターンシップ制を実施（１人） 第 25条 

Ｈ28.９ 
三重県議会議員勉強会を開催（テーマ「子どもの貧困対策に

ついて」） 
第 16条 

H28.11 
第８回全国自治体議会改革推進シンポジウムを開催（四日市

市） 
第 22,23条 

Ｈ28.11 
三重県議会議員勉強会を開催（テーマ「手話の普及をめぐる

現状と課題」） 
第 16条 

H29.１ 
みえ現場 de県議会を開催（テーマ「女性活躍の推進～中小企

業の現場で～」 
第 18条 

Ｈ29.３ 
三重県議会議員勉強会を開催（テーマ「女性の職業生活にお

ける活躍推進について」） 
第 16条 

H29.３ 
政務活動費にかかる領収書等のインターネット公開を決定（平成29

年７月以降） 
第 17条 

H29.３ 政務活動費を２割減額する条例案可決（平成 29年４月～30年３月） 第 17条 

H29.９ 公共政策大学院とのインターンシップ制を実施（2人） 第 25条 

Ｈ29.９ 
議会改革推進会議に「議会改革度の向上及び議会基本条例

の改正に関する検討プロジェクト会議」を設置 
第 22条 

Ｈ29.９ 
議会改革推進会議に「政務活動費の後払いに関する検討プロ

ジェクト会議」を設置 
第 22条 

Ｈ29.11 
みえ現場 de県議会を開催（テーマ「文化振興～地域の文化・

歴史を後世に伝えるために～」 
第 18条 
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年月 項      目 
決定・実施機関 

関係する議会基本条例 

H30.１ 
みえ現場 de県議会を開催（テーマ「観光・交流の推進～地域

の観光資源が光輝く未来へ～」 
第 18条 

H30.３ 政務活動費を２割減額する条例案可決（平成 30年４月～31年４月） 第 17条 

H30.４ 職員を衆議院法制局へ派遣（１人、２年間） 第 25条 

H30.６ 三重県議会基本条例の一部を改正する条例案可決 第 28条 

H30.６ 
障がいの有無にかかわらず誰もが共に暮らしやすい三重県づ

くり条例案可決 
第 10条 

H30.６ 
「大規模な災害等緊急事態への県議会の対応に関する検討

会」を設置 
第 14条 

H30.７ 
議会改革推進会議に「議会経費削減に関する検討プロジェク

ト会議」を設置 
第 22条 

H30.８ みえ高校生県議会を開催 第 18条 

H30.９ 公共政策大学院とのインターンシップ制を実施（１人） 第 25条 

H30.10 
三重県議会議員勉強会を開催（テーマ「これからの議会改革に問

われるもの」） 
第 16条 

H30.11 みえ現場 de県議会を開催（テーマ「ダイバーシティ社会の推進」） 第 18条 

Ｈ30.12 
三重県議会議員勉強会を開催（テーマ「災害時における議会・議

員の役割と取組」） 
第 16条 

Ｈ31.３ 
議員報酬を月額 10％減額、政務活動費を３割減額する条例案可

決（令和元年５月～５年４月） 
第 17条 

Ｈ31.３ 
「４年間を通した議会活動の評価及び次期改選後議会への提言」

を決定 
第 22条 

Ｈ31.３ 

知事が専決処分にすることができるものに追加指定（大規模な災

害等緊急事態発生時における災害復旧事業等の工事の変更契

約） 

議会運営委員会 

Ｈ31.４ 
大規模な災害その他の緊急事態の発生時における議案審議の

簡素化に係る議会運営委員会の申合せ事項 
議会運営委員会 

R１.６ 「選挙区及び定数に関する在り方調査会」を設置 第 13条 

R１.６ 
三重県議会議員勉強会を開催（テーマ「SDGsへの自治体の関わ

り方」） 
第 16条 

R１.７ 
三重県議会議員勉強会を開催（テーマ「『Society5.0』と自治体に

ついて」） 
第 16条 

R１.９ 
大学院で公共政策に関連する研究を行っている学生を対象とし

たインターンシップを実施（１人） 
第 25条 

R１.９ 「三重県議会 議会活動計画」（第２期）を策定 第 22条 

R１.11 みえ現場 de県議会を開催（テーマ「水産業の振興」） 第 18条 

R2.１ 「三重県産材利用促進に関する条例検討会」を設置 第 14条 

R2.２ みえ現場 de県議会を開催（テーマ「若者の県内定着の促進」） 第 18条 

R2.４ 職員を衆議院法制局へ派遣（１人、２年間） 第 25条 
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年月 項      目 
決定・実施機関 

関係する議会基本条例 

R２.７ 
三重県議会議員勉強会を開催（テーマ「自治体におけるデジタル

トランスフォーメーション（DX）の推進について」） 
第 16条 

R２.８ 
議会改革推進会議に「新型コロナウイルス感染症に関する対応

マニュアル検討プロジェクト会議」を設置 
第 22条 

R２.10 選挙区及び定数に関する在り方調査会から報告書提出 第 13条 

R３.３ 三重の木づかい条例案可決 第 10条 

R３.３ 三重の森林づくり条例の一部を改正する条例案可決 第 10条 

R３.３ 
三重県議会議員勉強会を開催（テーマ「ウィズコロナ期における

地方議会の在り方」） 
第 16条 

R３.３ 正副議長から「選挙区及び定数に関する正副議長案」が示される 代表者会議 

R３.３ 
議会改革推進会議に「スマート議会の在り方検討プロジェクト会

議」を設置 
第 22条 

R３.５ 

三重県議会の議員の定数並びに選挙区及び各選挙区におい

て選挙すべき議員の数に関する条例の一部を改正する条例

案可決 

第６条の２ 

R３.６ 
議会改革推進会議に「三重県議会議員の政治倫理に関する検討

プロジェクト会議」を設置 
第 22条 

R３.11 三重県議会議員勉強会を開催（テーマ「SNS と人権侵害」） 第 16条 

R４.２ 
みえ現場 de県議会を開催（テーマ「コロナ禍からの復興に向け

て」） 
第 18条 

R４.３ 
三重県議会議員勉強会を開催（テーマ「五島スマートアイランド構

想における IoT と脱炭素政策について」） 
第 16条 

R４.４ 職員を衆議院法制局へ派遣（１人、２年間） 第 25条 

R４.５ 差別を解消し、人権が尊重される三重をつくる条例案可決 第 10条 

R４.８ みえ高校生県議会を開催 第 18条 

R４.９ 
大学院で公共政策に関連する研究を行っている学生を対象とし

たインターンシップを実施（１人） 
第 25条 

R４.10 
三重県議会議員勉強会を開催（テーマ「若者の県内定着に向け

た大学の在り方」） 
第 16条 

R４.11 
みえ現場 de県議会を開催（テーマ「人口減少対策～移住による

地域おこし～） 
第 18条 

R４.11 
三重県議会議員勉強会を開催（テーマ「地方創生と大学における

人材育成」） 
第 16条 

R4.12 
三重県議会議員の政治倫理に関する条例の一部を改正する条例

案可決 
第 22条 

R５.３ 
「４年間を通した議会活動の評価及び次期改選後議会への提言」

を決定 
第 22条 

Ｒ５.３ 花とみどりの三重づくり条例案可決 第 10条 

  

 

 


